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は　じめに
　設備投資計画は、企業の経営計画上重要な問題である。というのも、設備投資には多額の資本支出
を必要とし、一旦投資されるとその変更は不可能であり、またその投下資本の回収には長期を必要と
するためである。加えて、設備投資計画は経営構造の変革を伴うため、計画設定およびその実施には
特に注意が必要である。
　設備投資の経済計算は、設備投資計画設定にあたって、その意思決定のための情報を提供するもの
である。また、管理会計は内部経営管理者に対して、意思決定のための情報を提供するものである。
　本稿では、設備投資の経済計算と管理会計の間の関係について、管理会計の体系についての考察
と、経営管理機能と意思決定の関係についての考察を通して議論したい。
1　設備投資計画の意義
設備投資は、ディーンによれぽ、次のような目的のために行なわれる1｝。
r更新投資（replacement　investments）
2　拡張投資（expansion　investments）
3　製品投資（product－line　investments）
4　戦略投資（strateg量c　investments）
また、青木教授はこの目的による分類をさらに次のように分類している2）。
ー????耐用年数到来のための取替投資
合理化のための投資
拡張投資
新製品導入にともなう投資
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　5　従業員の安全や福利厚生関係投資
6公害防止や聯のための聯．　　，
　設備投資は上記のような諸目的のために行なわれるりであるが、目的によって内部経営管理者に対
して提供される意思決定のための情報、つまり、設備投資の経済計算によって提供される情報の形が
異なってくることになる。つまり、更新投資であっても当該設備の耐用年数到来のために行なわれる
取替投資はその取替えが不可避であるため、経済計算によって得られた情報が好ましいものではなく
ても投資しなけれぽならない。また、公害防止や予防のための投資は、当該投資の結果、企業の利益
に悪影響を及ぼすとしても企業の社会的責任上投資にふみきらなけれぽならないことがある。従業員
の安全や福利厚生関係の投資についても同様に企業の利益に対して直接的には利益となるものではな
くても、当該投資が不可避な場合も存在しうる。このような投資については、当該投資の経済性やコ
ストのみによって意思決定するのではなくて、ベネフィット（benefit）をも考慮した意思決定がな
されなけれぽならない。
　以上のように設備投資のためには、その投資の目的に合った情報が提供されなけれ！まならない。そ
のために設備投資の経済計算は、収益性や安全性やコストの測定ぼかりではなく、ベネフィットの測
定をもなしうるものである必要があるであろう。しかし、本稿で扱う設備投資の経済計算は、ベネフ
ィットの測定までは含まないものとする。ベネフィットの問題は、設備投資計画においても企業の社
会的責任に関連するような設備投資において考えられなけれぽならない問題である。
　さて、設備投資計画は通常1年を超える長期の経営計画であるために、その計画設定のためには企
業をとりまく外部環境についての調査が必要となる。企業の外部環境としては次の5つがあげられ
る3）。　　’
　（1）・経済環境　　国際収支の不均衡、経済成長率、1人当りGNP、消費構造の変化、業界の成長
　　性と需給の状態、労働力不足、人件費の高騰などの経済的諸要因からなるサブ・システムを経済
　　環境とみなすことができる。
　（2）技術環境　　製造工程、原材料、製品、物的流通や情報技術などにみられる技術的要因からな
　　るサブ・システムを技術環境という。
　（3）社会環境　　企業の生命力に影響をおよぼし、つぎのような社会的要因からなるサブ・システ
　　ムをなしているとみなすことができる。
　　（イ）人口学的要因　　出生率、死亡率の低下、高午齢層ρ増加、家族構成の変化（核家族化の傾
　　　向など）。
　　（ロ）地域社会的要因・　都市化の傾向、都市の過密化、住居の効外分散、交通の混雑、排気ガス
　　　公害の発生など。
　　の　価値観　　価値観とは、人間がなにに価値をおくかという人間の根本の考え方、態度や信念
　　　をさしている。
　（4）政治的環境　　国または地方公共団体の政策方針、それを具体化した予算の動向を政治的環境
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　　という。
　（5）自然環境　　自然環境とは、きれいな大気、日光、河川、海、縁地など、人間の健康な生活に
　　必要な自然の環境をさしている。．　　　　　　　　　　’　．　r”
、． ﾈ上のような外部環境の中で特に経済環境と技術環境の調査が重要である。まず、経済環境の調査
は、経済予測によってなされる。なかでも、設備投資計画は長期に渡るために、計画期間中の経済成
長率の見通しは重要である。経済成長率が比較的大きい場合、つまり高度成長期には、消費需要が増
すであろうから、設備投資計画は容易に行ないうる。というのは、ある程度の過大投資を行なったと
ころで・高い消費需要のおかげで比較的短期の間にその過大投資による損失は回収できるがらであ
る。ところが、その逆に経済成長率が小さい場合、すなわち、低成長期には、設備投資計画は特に慎
重に行なわなけれぽならない。というのも、消費需要が小さしこために過大投資による損失の回収が困
難になるためである。よって、計画期間中の経済予測はなるべく正確に行なわなけれぽならない。ま
た、自国の経済成長率ばかりでなく、国際収支によって国際経済の動向を予測することも、市場を世
界に求めるうえで重要である。
　次に技術環境にっいても、技術予測を行なう必要がある。というのも、昨今の技術革新の目覚まし
さは目をみはるものがある。よって最新最良の設備として投資を行なっても、すぐにより優れた性能
を持つ設備が登場して陳腐化してしまうことになる。だから、新技術や新設備に関する情報に対して
関心を持っ必要がある。　　　　・　　　　　　”　　　　　　　㌧　　　　　　’一一
　また、設備投資計画は投資の面からだけではなく、投資のための資金調達の面の考慮も必要であ
る。というのも、資金調達o方法によって資本コストが変わってくるからである。資本コス，トは、設
備投資の経済計算における現在価値△の割引率として、あるいは、切捨率（cut－off　rate）として利
用されるため、設備投資計画において重要な役割を果す。資金調達については、資金調達予算として
扱われるべきである。
　設備投資計画は以上のような点に留意して行なわれなければならない。ところで、設備投資計画は
経営計画の一領域であるが、以下では経営計画について若干考察してみたい。
　経営計画とは、諸目的を設定すること、およびこれらの諸目的の達成手段を考慮することである4）。
また、経営計画は以下のような4段階のプロセスで実施される5）。
　1　問題を認識して明確にすること。
　2　代替的解決案をさがすこと。・・
　3　代替的解決案を評価すること。
　4　評価の結果にもとついて代替的解決案を選択すること。
　ζのうち、1設備投資の経済計算において問題とされるのは、代替的解決案の評価の段階である。．代
替的解決案の選択は、内部経営管理者によって行なわれるものであるので、そのための情報を提供す
るのが設備投資の経済計算の役割である。””　　一一
　次に経営計画の分類について考察してみたい。AAAの原価委員会報告書「経営管理目的のための
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報告書の基礎をなす原価概念試案」においては、経営計画は、意図した目的いかんによって、1（1）個別
計画と（2）期間計画に分類される6）。『
　ここで、個別計画とは、経営管理者が特定の問題に直面して、将来の活動の旨一スに関する意思決
定に到達するために、各代替案を評定するプロセスである7）。ま・た、広義では、将来の活動に関する
意思決定に到達するプロセスである8）とも定義される。そして、そのプロセスは、（a）将来の活動に関
するいくつかの可能なコースを認識し、（b）各代替案を（貨幣および非貨幣的な尺度で）評定し、（c）将
来の活動のコースとして代替案のうち1つを採択する決定を表明すること9）である。
　期間計画とは、・企業ま’たは企業のある機能別小区分の、将来の総合的活動に対する一連の許容しう
る計画を、経営管理者が特定期間にわたって組織的に設定するプロセスである10＞。
・， ｯじく、AAA　r基礎的会計理論」（ASOBAT）においては、経営計画は、組織体の活動の性質と
その活動に指針を与えるのに役だつ仕組の程度によって（1）非定型的計画と（2）定型的計画に分類され
た。
　定型的計画は、日常反復的なもので、一定の方式や手続が設定されているという意味で定型的であ
る。これは常時反復的に行なわれ、しかも一定の明確な組織構造のもとで行なわれるものであるため
計画がプログラム化している。
　これに対して、非定型的計画は1新規なものであったり、複雑なものであったりする。そのため、
一定の方式や手続によってプログラム化することができない。したがって、非定型的計画は、計画設
定のつど、問題解決のためのアイデアや代替案の探求を必要とすることになる。
　定型的計画は、ルー・一・pチン化しているためにコンピュータでの処理が容易である。しかし、非定型的
計画は、計画設定のつどプrirグラムを作成することになる。まtc；そのプログラムも作成が困難であ
ったりする。さらに、そのプログラムほ通常一度しか利用できないために、経済的に不合理であった
りする。
　次に、我国の「原価計算基準」における分類をみてみたい。そこでは、経営計画は、（1）基本計画と
（2）業務計画に分類されている。
　基本計画は、経済の動態的変化に適応して、経営の給付目的たる製品、経営立地、．生産設備等経営
構造に関する基本的事項について、経営意思を決定し、経営構造を合理的に組成することをいい、．随
時的に行なわれる決定11）である。
　業務計画は、企業の日常的活動過程に織込んで行なわれる各業務分野の執行計画セあって、繰返し
計画の性質をもつ。
　また、経営計画は計画期間の長さによって（1）長期計画と（1）短期計画に分類されることもある。ここ
で短期という．のは、通常1ケ年以内をいい、長期というのは、それを超える計画期間による場合をい
い、通常5年ないしそれ以上の場合である。
　以上のように経営計画には、種々の分類が行なわれる12）。以下では、これらの分類をもとにして、
設備投資計画について考察してみたい。しかしそのま，えに、個別計画・期間計画の分類と基本計画・
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業務計画の分類との関連づけを行なう必要がある。そのためには、基本計画をどのように採り上げる
かが問題となる。その採り上げ方には、次の3つの形態が挙られる13）。
　（1）基本計画を全く個々の項目ごとの計画とし個別に決定するもの
　（2）総合的な長期目標をもち、これとの関係で個々の基本計画を検討し、設定するが、必ずしも完
　　全かつ網羅的に総合的長期目標の内容を支える各項目および執行計画が保守されているとはいえ
　　ないもの
　（3）’総合的な長期計画を形成するものとして各種の個別基本計画をもち、それは網羅的であるどと
　　もに、また各年度に分割された執行計画という面も整えているもの
　（1）を図示すれぽ図1に、（2）、（3）を図示すれぽ図2のようになるであろう。　　　　　　　　　　’
図」
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　理想的には、図2のように総合的な長期期間計画をもち、それによって基本計画を設定するのが望
ましい。しかし、現実的には、そのような完全に総合化された長期期間計画をもつiとは容易；C’はな
い。澄から、現実的には、基本計画を個々に決定してしぐく場合が多いであろう。
　個別計画・期間計画という分類は、両者の関係は同じ計画を異なる見方をしたものと考えられ
る。すなわち、個々のプロジェクトを考えた場合に個別計画となり、そ流を時間的に考えた場合に期
間計画となる。であるから、期間計画のプロセスに含まれる多くの活動は、実際には個別計画であ
る14）。これに対して基本計画・業務計画という分類は、計画を二分する分類である。すなわち、設備
投資計画、新製品計画、立地計画、従業員を相当数増減する計画、新しい市場への進出計画等は、基
本計画であって業務計画ではない。反対に、操業度計画、製品組合せ計画、自製・外注選択、在庫量
の計画、人員配置計画等は業務計画であるが基本計画ではない。
　それぞれの基本計画・業務計画は、個別計画として設定される。そして、業務計画は通常短期利益
計画として、短期の期間計画のなかで実施される。基本計画は、長期利益計画としての長期期間計画
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との関連で設定され、短期期間計画のなかで実施される。
設備投資計画は、企業の長期的な利益Q考慮のもとで設定される基本計画と．しての個別計画であ
る。また、通常1回限りの計画としてもたれる非定型的計画であるともいえる。
皿　管理会計の体系
　管理会計は、AAA　1958年度管理会計委員会報告書によれぽ、「経済実体の歴史的および計画的な
経済的データを処理するにあたって、経営管理者が合理的な経済目的の達成計画を設定し、またこれ
らの諸目的を達成するために知的な意思決定を行うのを援助するため、適切な技術と概念を適用する
ことである」15）と定義された。また、その役割は、利益と投資活動を効果的に計画し統制するという
この基本的な責任の遂行に役立ちうるように、企業の経営管理者のために、分析と評価資料を提供す
ることである16）。すなわち、企業の将来の業務計画とプログラムの財務的健全性と、代替的活動のコ
ースについての期待利益の結果を評価する’ごとに向げられだ活動であ為17）。
　また、1966年たAAA基礎的会計珪論報告書作成委員会に．よって発表された「基礎的会計理論」
（ASOBAT）では会計は、「情報の利用者が事情に精通して判断や意思決定を行なうことができるよ
うに、経済的情報を識別し、測定し、伝達するプロセスである」18）と定義された。この委員会では、
会計を、外部利用者のための会計と内部経営管理者のための会計に分けた。このうち内部経営管理者
のための会計が管理会計であるが、この委員会は1958年度管理会計委員会の定義を利用している。し
かし・・の委員会では会計龍論の立場力・ら・会計の麟砿拷えられているために・欄経営管
理者の利用にﾋ煙9騨獅儲旺驚嘩するプ゜吻ミ管醗計であ・・本稿で贈理会
計は、ASOBATの考え方に従って内部経営管理者のための情報システムであると解する。
　以下では、管理会計の体系に2いて若モφ，考察を講タてみだい。ここ1で問題に「なるのは、内部経営
管理者の経営管理職能がいかなるものであるかである。これによって管理会計は異なる体系に区分さ
れることになる。
　管理会計の体系については種々の見解が存在する19）が、本稿ではこのうち、AAA　1955年度原価計
算概念および基準委員会による体系とASOBAT．の体系・およびベイヤー・山邊教授によって示さ
れた体系を採り上げ考察していくこととする。
　経営管理の機能は、フェイヨルによれぽ、予測、組織、命令、調整、統制よりなる。彼は、経営管
理を以上のような機能の実施の過程（process）であると考えた。
　1955年度委員会は、経営管理機能は（1）計画と（2）統制の領域に区分される20）と考え、さらに計画は、
意図した目的いかんによって、（イ）個別計画と（ロ）期間計画に分類される21）と考えた。
〔：叢．1「瑠朧
次に’．ASOBATでは、1955年度委員会と同様に経営管理機能を計画および統制の2つに考え、さ
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畿盤纏器禦諜孟搬逮非定型蠣定型的活動
型的なものと非定型的なものとの2つに分けられた22）。
　この体系では、最高計画は区画1にはいり、工場の活
動に対する統制は区画4にはいる。実施機能は定型的活動の計画とみれぽ区画2にはいり、非定型的
活動の統制とみれぽ区画3にはいる23）。
　以上の2つの管理会計体系は、基本的には経営管理機能を計画と統制の2つに求めている。ここ
で、計画とは、元来、意思決定活動であって、それは代替案のなかから選択することをふくむ。統制
は計画が実施されるのを確認する24）。
　これらの体系の基礎となっている経営管理過程論は、経営管理を組織された集団における人々の努
力を通じてものごとを達成せしめる過程（process）であると理解し、しかもここにおける過程は普
遍性（universality）を有するものであると考え、かくして、経営管理過程を分析することによって
1つの概念的枠組（aconceptual　framework）を作り上げ、その基底に存在する原則（principles）
を識別して、理論的体系を樹立しようと試みる考え方25）である。
　経営管理過程は、その論者によって様々な機能からなっている。例えぽフェィヨルによれぽ26）、’
（1）予測
（2）組織
（3）命令・
（4）調整
（5）統制
計　　画　　　　（1） （2），
統　　制　　　　（3） （4）
将来を吟味し、活動計画を作成すること
企業の物的および社会的な二重の組織を構成すること
従業員を機能せしめること　　　　　’　一　　　　’　　　　　　　　一
あらゆる活動とあらゆる努力を結びつけ、統一し、調和させること
あらゆる事柄が確立された規準と与えられた命令とに従って行なわれるように注意す
ること
という5つの過程より成ると分析された。また、クーソツ・オドシネルは27）、
（1）計画化（planning）
（2）組織化（organizing＞
　（3）スタッフ化（staffing）
　（4）指揮（directing）
　（5）統制（cOntrOlling）
の5っの機能を挙げている。また、立場は少々ちがうが、ピックスによれぽ28）、
（1）創造（creating）
　（2）計画（planning）
　（3）　組織　（organizing）
．（4）・動機づけ（motivating）
　（5）　コミュニケーショγ（communicating）
　（6）統制（controlling）
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という経営管理機能が重要である。このように、経営管理機能については様々な考え方があるが、主
な相違は、いくつかの機能を1つにする場合のまとめ方のちがい（またはその逆）か、さもなけれぽ
分析者がとる観点または強調する点のちがいのいずれかから生じている29）。そのなかで、ほとんどが
挙げているのが計画機能と統制機能である。この2つが経営管理の基本的機能を果たしているものと
考えられる。
　また、会計の立場から提供する情報も、計画と統制のためでは異ってくる。例えぽ、1955年度委員
会の立場によって考察を加えてみれぽ、個別計画のためには、差額原価として表わされる未来原価30）
が利用されるべきであり、期間計画のためにも、本質的に個別計画と同じ原価概念31）を採用してい
る。ただ、相違点は、期間計画では差額原価ではなく、むしろ完全な原価の集計値によって表わされ
る。つまり、計画のためには、予想原価のような未来予測値による情報の提供が必要となる。これに
対して、統制のためには、歴史的原価、標準原価、あるいは単に原価を見積ってそれを構成したも
の32）すら用いられることになる。統制のためには、歴史的数値および、予定数値による情報の提供が
必要となる。このように、計画と統制のための情報は本質的に異なる。
　さて、1955年度委員会では計画をさらに個別計画と期間計画に分けたのであるが、前述したように
個別計画・期間計画の区分は観点の相違によるものであると考えられる。つまり、ある計画は見方に
よっては個別計画として考えられるが、別の見方によれぽ期間計画と考えられる。計画は、長期期間
計画としての長期利益計画に従って個別計画としてまず設定され、？ぎにその個別計画はその計画期
間の長短によっていくっもの短期期間計画に再構成されて実施されていくのが理想である。であるか
ら、個別計画・期間計画という区分は経営計画の明確な区分とはなりえないと考えられる。したがっ
て、1955年度委員会の管理会計体系では曖昧になるのではないであろうか。
　次に、ASOBATの体系について考察してみたい。　ASOBATでは組織体の活動の性質とその活
動に指針を与えるのに役だつ仕組の程度によって、計画と統制をさらに定型的なものと非定型的なも
のに分類した。定型的・非定型的という区別は、組織体の活動がプログラムできるか否かということ
によって、それぞれの活動の難易さ、不確実性の程度を示すことに注目すべき1である。定型的活動
は、特にコンピューターの利用によってそのプPグラムの処理を行なえぽ、計画・統制は非常に容易
である。また、データ収集や情報提供も迅速かつ比較的正確に行ないうる。これに対して非定型的活
動は、データ収集においても、データ処理においてもその時々に独自に実施しなけれぽならないため
にかなりの困難が生ずることとなる。また、収集されたデータや処理された情報には、定式が存在し
ないためにかなりの不確実性やリスクを含むこととなる。以上のようにASOBATの体系は、デー
タ処理や情報利用の際に重要となってくる。
　しかし、この体系では例えぽ本稿で扱っている設備投資計画が定型的計画と非定型的計画の両者に
含まれる場合がある。設備投資計画は前述したように種々の目的のために設定されるが、例えぽ取替
投資は、既存設備との関係でそのデータ収集、データ処理、情報提供は比較的容易に行なえる定型的
計画であるが、新製品導入に伴う投資は非定型的計画である場合が多い。つまり、企業のデータ収集
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能力や処理能力によって、定型的となる場合、非定型的となる場合が一定しない。普遍性がないので
ある。
　1955年度委員会もASOBATも経営管理機能を計画と統制に明確に区分することは、はたして可
能なのであろうか。経営管理過程論では、経営管理を経営管理機能の適用の過程であると考えた。し
かし、経営管理はそのように個々別々にそれぞれの機能を適用しているわけではなく、ある局面では
いくつもの機能を同時に適用する場合がある。だから、経営管理をプロセスとして明確に区分するの
は容易ではない。計画と統制は、経営管理の機能のなかで最も基本的なものである。しかし、経営管
理の実際においては、計画とほとんど同時に統制が行なわれていて、両老を明確に区別することは困
難である。であるから、これら2つの管理会計体系は、経営管理の活動において明瞭に体系づけられ
るのかという疑問が生ずる。
　そこで管理会計を、（1）意思決定会計と（2）業績評価会計の2つに体系づける考え方を指示したい。こ
の体系はベイヤーと山邊教授によって主張された。
　ベイヤーは、企業会計機能のすべては、それぞれ異なる重要な目的を持つ3つの主要な概念的カテ
ゴリーに分類することができる33）と言っている。それによれぽ、’
　（1）財産保全会計（custudial　accounting）　　　　・　　　　1　　　　　　　　・　：
　（2）業績評価会計（performance　accounting）　　　・　　　　　　　’」　　・
　（3）意思決定会計（decision　accounting）
であり34）、（2）、（3）が管理会計の分類である。ここで業績評価会計は、ある計画に対する業績を組織上
の責任ごとに数量的に対応させることである。それには、組織の業績を評価するために存在する会計
手続や会計報告書のすべてが含まれる。業績評価会計は、何人かの会計人が責任会計（responsibility
accounting）すなわち、組織上の責任ごとの原価の集計、と呼んでいる機能である。しかしながら、
原価以外の数量的データも扱う。これには、製品系列別収益、物理的作業量統計および内部損益計算
書のようなものが含まれる。標準や予算の利用が意図される。その主な特徴は、責任ごとに計画され
た業績に対する実際の業績を測定することである35）。また、意思決定会計は、活動の代替的コースの
数量的評価である。意思決定がなされなけれぽならない場合、特定の管理決定を最もよぐ援助できる
形で数量的情報を提供するためのすべての研きぬかれた技術を含んでいる。また、製品価格設定、自
製か購入かの決定、在庫政策および代替的製造方式の選択のような利益計画の意思決定のすべてを含
んでいる。歴史的には特別の分析や備忘勘定にたよっている領域である36）。
　ベイヤーは、業績評価会計と意思決定会計について以上のように述べているのであるが、業績評価会
計は、責任会計と同義と考えられる「。これに対して意思決定会計は例示からわかるよう．に、個別計画の
ための会計と考えている。山邊教授によれぽ、1955年度委員会の体系どの関係は次のとおりである37）。
プロジェクト・プラソニソグー→ピリオド・プランニングー一→コントロール
　　　　　　　　計　画
　　　意思決定会計
会　計 　－　統制会計
　　業績管理会計（責任会計）
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ここで、意思決定会計における「意思決定」は個別計画によるもののみを含む。この体系を指示する
理由は次のとおりである38）。
　（1）いったい、期間計画と統制とは経営管理機能の不可分な二面である。計画は有効な統制に支え
　　られなけれぽ何物もなしとげないし；統制の努力は、それを指導するプラソなくしては無目的と
　　なる。まことにプランニングおよびコ・ソトロ　一一ルは、いわぽ「盾の両面」をなしている。同じく
、・プランニソグに属するけれども期間計画と個別計画とは互いに会計概念を異にしており、むしろ
　　期間計画と統制とが互いに会計概念を同じくしている。
　（2）意思決定会計と業績管理会計（期間計画計算と統制計算を含む）とは会計実体を異にする。意
　　思決定会計では個別計画問題（これを個別計画実体project　entityと呼ぶこともある）につい
　　て計算がなされるに対し、責任会計においては経営管理上の組織単位（これを責任実体respon・
　　sibility　entityと呼ぶこともある）を基盤として計算が行われる。
　以上の2点の理由により、この体系は計画会計・統制会計に2分する見解よりも優れている。つぎ
に、この体系の場合の情報についてみてみたい。
　業績評価会計における原価は原価計算制度上の原価であり、その基本的な原価分類は原価を統制可
能、管理可能費（controllable　cost）と統制不能、管理不能費（uncontrollable　colit）　eこ分けるにあ
る39）。これに対して意思決定会計における原価はいhゆる特殊原価であり、その基本的な原価分類は
原価を差額原価（differential　cost）と無関連原価（広義のsunk　cost）に分けることにある40）。
　意思決定会計は、さらにつぎのように分類することができる41）。ここで個別計画計算は意思決定と
同義と考えられる。
JJ
個別計醐1聲朧講講要計算
　　　　　　　［｛鴻欺；：；：；tti2BYgW
　　　　　　　　　　　（損益分岐点分析と直接原価計算と貢献利益法）
，’tt h設備投資を伴う個別計画計算は結局、予定貸借対照表に付属する副予算たる資本的支出予算（設
備投資予算）に含まれる経営者の意思を理論づける（justifyする）ために行う計算および分析であ
る42）。llその他の個別計画計算は、予定損益計画書に付属する幾つかの副予算（たとえぽ、売上高予
算、製造高予算）に含まれる経営者の意思を理論づける計算および分析である43）。llはさらにルーテ
ィソ・ワークか否かで分けられるが、（イ）ルーティソ・ワークとして行われないものは、たとえぽ製品
の特別売価の決定、新製品の追加製造の可否の決定、従来の製品の廃止の可否の決定（いずれも新設
備投資を伴わずに）などの場合である。’これに対して、（ロ）ルーティソ・ワークとして行われるものは
マックファランドのいわゆる「製品別および市場別の利益計画」（profit　planning．by　products　and
markets）であっ（、普通、損益分岐点分析などを用いることによって解決されるべき個別計画であ
る44）。直接原価計算は、一応ここに位置つげられるが、標準原価計算や予算会計と結びつけて優れた
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業績管理会計を構成することを忘れてはならない45）。
　設備投資計画は、意思決定会計の中で設備投資を伴う個別計画計算として位置づけられることにな
る。この意思決定会計と業績評価会計という体系は、最近相当広く採用されるところとなうている体
系であるが、この体系でいう意思決定の意味については、再度考察する必要がある。
皿　経営管理機能と意思決定
　意思決定会計・業績評価会計という管理会計の体系を考察するにあたって意思決定の意味を明確に
するのは重要である。
　20世紀に入って、企業の大規模化にともない、所有と経営の分離が起こり、専門経営者（profes・
sional　mangement）が登場することになった。それによって経営管理の重要性が増し、様々な理論
が展開されてきた。それをつぎのようにまとめることができる46）。
　1　人間のマシン・モデルー古典的管理論
　　イ）　テイラーの科学的管理法
　　ロ）　フェイヨル管理論
　2　人間の動機モデルー新古典的管理論
　　イ）　人間関係論』
　3　人間の意思決定モデルー近代理論
　　イ：）近代管理論一バーナード＝サイモソ理論
　　’P）　企業行動科学
　古典的管理論や新古典的管理論は、フェイヨル管理論に代表されるように、tt経営管理機能を計画、
組織、指揮、統制機能等に求めた。その基本的機能を計画と統制において体系化したのが、1955年度
委員会やASOBATの体系である。近代理論では、意思決定をもとに組織に参加する人間は意思決
定、つまり、運択の自由をもつ能動的な行動の主体であると考えている。つまり、近代管理論、組織を構
成する個人の合理的な意思決定の自由を前提しながら、「制約され塵合理性」（bounded　rationality）
の仮説にたって、意思決定の合理性にたいする制約を認識し、その制約をいかに克服するかの理論を
構築することが、管理論の内容をなすのである4z）。
．サイモンによれば、管理過程は、意思決定の過程である48）。
　さてここで、計画と統制に代表される経営管理機能と意思決定との関連を考察してみたい。そこで
は、次の4つの異なった見解が挙られる。
　まず第1に、計画を意思決定とみなす見解が挙られる。この見解はバイヤーに代表される。彼によ
れば、管理会計は企業の運営にあたって経営管理者に対して有用な情報を提供することに関連してい
る。2つの一般的な方法でこのことがなされうる49）。
　1　管理会計は、組織的責任あるいは営業上のセグメントに従って計画された業績に実際の業績を
　　数量的に対応させることによって統制を行なうことができる。
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　2　管理会計は、活動の代替的コースの評価の際に役立つ数量的情報を提供することによって計画
　　や意思決定を助けることができる。
’ここでは、計画と意思決定が同義語として用いられている。さらにバイヤーは経営管理の機能とし
て次の4つを挙ている50）。
???
4
目標と目的を設定すること
これらの目標と目的を達成するための計画をたてること
これらの計画を実施すること．
業績を測定すること
このうち目標と目的の設定と計画の設定は計画機能であるが、ベイヤーは、両者は本質的には意思決
定活動であると述べている51）。ASOBATもこの見解である52）。
　第2の見解は計画の一部つまり個別計画に限定するものである。この見解は、・山邊教授や初期のペ
イヤー53）にみられる。ここでは、山邊教授の見解にしたがって考察してみる。
　前述したように、意思決定会計は個別計画会計と対応される。そもそも意思決定は個別計画の場合
にのみに限るものではない。期間計画の場合にも統制の場合にも意思決定が行われる。このうち統制
のための意思決定は、計画の結論ともいうべき予算や標準原価と実績とを比較し、その差異を分析し
て不良業績に対する是正措置を講ずるというアクションを意味する。これは実際を既定路線に戻すた
めの意思決定であって、新しく路線を引こうとする計画上の意思決定とは異るものである54）。
　個別計画は企業活動の全領域のなかの個別計画問題について未来においてとりうる行動の進路に関
する選択的意思決定（たとえば、設備投資をどうするか、製品の組合せをどうするか等）の過程で
ある55）。これに対し、期間計画は個別的意思決定の多数を一つの体系にまとめてゆく調整的意思決定
の過程である56）。期間計画は経営者が一つの総合利益（正確には総合資本利益率）を検討（review）
し・選択し、決定する過程である。したがって、期間計画の結果明らかにされた総合結果が不満足な
ものである場合には、総合予算のなかに結び合わされた諸活動についてさらに修正を余儀なくされる
が・それは個別計画からやり置すこととなる。かくて意思決定会計における「意思決定」は個別計画
によるものに限るのである57）。
　第3の見解は、意思決定が計画のみならず統制でも行なわれているとみるものである。経営管理者
の意思決定を計画意思決定（planning　decision）と統制意思決定（control　decision）に分類する見
解である。計画意思決定は将来の予想売上高・売上原価・営業費用・利益の予算に組み入れられるの
に対して、統制意思決定は実際の経営活動の指令に関係する58）。高いレベルのマネジメントが目標と
目的を設定し、これらの目標と目的を達成するためにプランを立てる。いわゆる計画活動で意思決定
が終るのではなくて、低いレベルのマネジメントがブヲンを実施するための細日にわたるプログラム
を作成し、これらのプログラムを遂行するための課業を割当てる。いわゆる統制活動でも意思決定が
行なわれるということである59）。山邊教授も意思決定に創造的意思決定（個別計画のどき）、調整的
意思決定（期間計画のとき）、実際を既定路線に戻すための意思決定（統制のとき）があるどしてい
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るが、’ n造的意思決定のみに限定しているのは前述のとおりである。　　　　　’　t’
　最後に第4の見解は、計画と統制を厳密に区別するのは不可能であって、意思決定の観点から経営
管理の機能をみるものである。計画と統制という分類に対する批判として、「たいていの著者は統制
プロセスをとりわけ意思決定を含むものと説明するが、意思決定はまた明らかに計画プロセスの本質
である。概念的には、統制プロセスを純粋な統制要素と計画要素とに会割することは可能であるけれ
ども、実務ではこれらの要素がいっしょに生ずるので、このような分割は有用ではない60）。」と述べ
ている。
　このように経営管理機能を意思決定として把握しようとすると業績評価は意思決定と並立するので
はなくて、意思決定のもとに意義づけられるものでなけれぽならない。このような理解に立つとき、
業績評価会計の課題は、トップ・マネジメソトの目標に一致するように、ミドル・マネジメソトの意
思決定を動機づける業績評価システムの設計にあって、……従来の統制概念とは異なって｛実績の評
価はプラソとの合致ではなくて、目標達成のための資源の取得・使用の有効性と能率とによって行な
われるべきである61）。　　　　　　L　　　　　　　　，
　以上のような4つの見解のいずれをとるかによって、意思決定会計と業績評価会計はその内容を異
にすることになる。そこで、第4の見解をとって、意思決定会計・業績評価会計を考えたい。管理会
計の体系を経営管理機能に求めるかぎり、経営管理の本質は意思決定にあるから、計画と統制は機能
というよりもむしろ技術にすぎない62）からである’。’　’
　むすびにかえて
　本稿では、設備投資の経済計算の位置づけをするために、設備投資計画の経営計画における位置づ
けを行ない、管理会計の体系を論述した。　　　”一’　　・
t設備投資計画は、長期利益目標を月指して設定される基本計画としての個別計画である。それは、
非定型的活動であり、計画設定の困難性や不確実性がともなう。その計画設定のための情報を提供す
るのが、設備投資の経済計算である。だから、設備投資の経済計算は意思決定会計の一領域をなして
いる。従来、設備投資計画は、計画設定の面からの考察は充分なされているか、その統制面からの考
察は、不充分である。意思決定こそは経営管理機能の本質である。このように考えた場合、計画の面
からだけでなく、統制面の考察が望まれる。’
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